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１．大豆生産の現状と課題及び課題解決に向けた取組方針

※ 麦・大豆生産における課題（湿害対策、適期播種、土づくり、連作障害対策等の必要性等）を具体的に記載すること。
※ 課題解決に向けて取り組む内容及び今後の生産拡大に向けた方針を具体的に記載すること。

現状

 ５年間の大豆作付面積の推移から本町において作付面積の拡大が図られている。今後も拡大されることが
見込まれる。

 令和３年次の葉たばこ廃作に伴い、葉たばこに代わる作物として大豆を選択する経営体が増えている。ま
た、主食用米の価格の低下による影響も大きいと思われる。

課題と課題解決に向けた取組方針

 需要に対応するため、生産面積の拡大が必要
→ 適期での作業実施のために機械を導入し、拡大を図る。
→ 葉たばこ廃作に伴い、大豆の栽培技術の習得と労働力確保のための機械導入が必要

（㎡）

作目 品種 H30(2018) R1(2019) R2(2020) R3(2021) R4(2022)

大豆 フクユタカ 98,130 107,827 106,832 214,780 349,720



２．産地と実需者との連携方針

※ 産地と実需者については具体的な名称を記載すること。
※ 麦の実需者は、麦を原料とした加工品等の製造を業とする者（製粉会社、製パン会社、製麺会社等）とする。
※ 大豆の実需者は、大豆を原料とした加工品等の製造を業とする者、大豆の販売を業とする者及びこれらの者が組織する法人その他の団体とする。
なお、販売を業とする者を実需者とする場合は、その者が販売する先（最終実需者）について、代表的な者の名称を記載すること。

※ 産地と実需者それぞれの国産麦・大豆取扱量の現状とおおむねの目標値を記載すること。

産地と実需者の取扱量

1. 実需者から求められている契約数量に対して応えるため、前途の取組方針により生産に取組む。
2. 目標値は当面の目標とし、実需の要望に応じてミスマッチの生じない生産を実施する。
3. 新品種については実需者と協議の上、十分な栽培試験、品質評価を行い、既存の営農体系に合致した品種の導入を検討する。

（t）

現状（令和３年） 目標（R７年）

生産量 契約数量 生産量 契約数量

2.2 2.3 13.9 13.9

0.0 0.0 2.6 2.6

3.3 0.4 8.8 8.8

0.0 0.0 2.9 2.9

0.0 0.0 2.9 2.9

1.2 1.6 3.4 3.4

品種

フクユタカ

株式会社　hiroファーム

吉本　正剛

森田　優二

田中　隆敏

配藤　誠志

光永　則幸

御船町地域農業再生協
議会生産者



※ 産地と実需者との連携について、図等を用いて明示すること。
※ 取組の中心となる農業者等を必ず位置付けること。

３．大豆の国産化に向けた推進体制及び各関係者の役割

ＪＡかみましき

農業者

麦・大豆
産地

指
導

大豆加工業者

麦・大豆
実需者

中長期的な生産計画の作成
取引のマッチング

御船町地域農業
再生協議会

連携

県

地域振興局
農業普及・振興課

行政・研究機関

連携

普及・指導
現地試験の実施 連携・協力

品種試験結果・
需要動向の共有

高品質・安定供給に向けた生産に係る意見交換等


